
書式第７５
【書類名】　ファイル記録事項記載書類の交付請求書
（【提出日】　令和　　年　　月　　日）
【あて先】　特許庁長官　　　　　殿
【事件の表示】
【出願番号】
【請求人】
【識別番号】
【住所又は居所】　　　　　　　　　　　　　　　　
【氏名又は名称】　　　　　　　　　　　　
【交付に係る書類名】　　　　　　　　　　　　　　　　
（【利害関係を有する事由】）
【交付方法】
【請求部数】
（【手数料の表示】）
（【予納台帳番号】）
（【納付金額】）
（【提出物件の目録】）
───────────────────────────────
（　　　円）
〔備考〕
１　「【事件の表示】」の欄の「【出願番号】」には、「特願○○○○－○○○○○○」のように出願の番号を記載する。
２　「【氏名又は名称】」には、氏名（法人にあっては、名称を記載し、「【氏名又は名称】」の次に「【代表者】」の欄を設けてその代表者の氏名）を記載し、その次に、「【電話番号】」又は「【ファクシミリ番号】」及び「【担当者】」の欄を設けて、請求人の有する電話又はファクシミリの番号及び担当者の氏名をなるべく記載する。
３　「【交付に係る書類名】」の欄は、次の要領で記載する。
イ　交付を求める書類が「特例法施行規則第１０条５８号に規定する特例法第１２条第２項の規定による書類」に該当する場合であって、記録されている書類全部の交付を請求するときは「全部」と記載する。
ロ　記録されている特定の書類の交付を請求するときは、「特許願（明細書、特許請求の範囲、図面、要約書）」、「手続補正書」、「出願取下書」、「出願放棄書」、「移転登録申請書」のように記載する。この場合において、交付に係る書類が書類名だけで特定できないときは、その提出年月日を設け「令和何年何月何日提出の手続補正書」のように記載する。
４　「【利害関係を有する事由】」の欄には、交付を求める書類が「平成２３年改正前特許法第１８６条第３項ただし書に規定する通常実施権に係る書類」に該当する場合に限り、「特許権者」「特許権差押債権者」「通常実施権者○○の破産管財人」のように記載する。
５　「【交付方法】」の欄は、当該書類の交付を直接受ける場合は「手交」、郵便で交付を受ける場合は「郵送」のように記載する。
６　「【請求部数】」の欄は、交付を請求する数（部、通、枚等を付さず、アラビア数字のみで表示すること。）を記載する。
７　交付を求める者が平成２３年改正前特許法第１８６条第３項ただし書に規定する利害関係を有する者であるときは、「【提出物件の目録】」の欄に「利害関係人であることを証明する書面」と記載し、当該書面を記載する。
８　その他は、特許法施行規則様式第２の備考１から４まで、１０から１２まで及び２２、２４から２６並びに書式第６７の備考７と同様とする。ただし、様式第２の備考２６にかかわらず、平成２３年改正前特許法第１８６条第３項ただし書に係る証明書の提出を省略する場合は、特許法施行規則第１０条第２項は適用されない。
（改訂令和６・１）


